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グローバル本社機能の再構築

CONTENTS Ⅰ　日本企業の本社を取り巻く環境変化
Ⅱ　本社改革の阻害要因──グローバル本社のあり方（アンケート調査結果より）
Ⅲ　グローバル有力企業が恒常的に活用するベンチマーキングソリューション
Ⅳ　日本企業の本社・間接機能の構造的な問題点
Ⅴ　比較すべきは常に進化するグローバル有力企業のプラクティス

1	 「構造的な円高」「高税率」「高インフラコスト」「エネルギー供給不安」および
その他のマクロ環境要因がボトルネックとなり、日本企業はそのオペレーショ
ンの海外移管を加速させている。事実、大手製造業の海外利益依存度は着実に
高まる傾向にある。

2	 ところが、海外利益を生み出すオペレーションを支援するはずの本社・間接機
能は、従来の国内オペレーションの規模とスタイルを想定したまま日本の本社
組織に滞留している。一方、過去15年間、諸々の規制に対応してきた結果、本
社にはさまざまな専門組織が乱立し、一度は実現した「小さな本社」は再び肥
大化している。このような環境下では、日本企業の本社・間接機能の適正規模
（ライトサイズ）の把握とそれに向けた業務改革が急務となる。

3	 日本企業の多くは「現状のグローバル本社機能の評価・見える化」と「ライト
サイジング」という基本的要件すら乗り越えられていない状況にある。こうし
たなか、「見える化」のソリューションとして、「グローバル・ベンチマーキン
グ」の活用が考えられる。グローバル有力企業は同サービスを定期的に活用
し、自社の相対的なポジショニングを意識して恒常的に業務改革をしており、
日本企業でもすでに同サービスを自社の「改革の入り口診断ツール」として採
用し始めている。日本企業には、BIツール利用の遅れ、非付加価値業務によ
る企画スタッフの時間の占有など、特有の本社・間接機能の構造的パフォーマ
ンス不良が見られる。ガラパゴス的に進化した本社機能の改革は急務である。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1
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Ⅰ	 日本企業の本社を取り巻く
	 環境変化

1	 外部環境
	 ──海外市場へ逃避する企業収益

国内の経営環境の悪化と海外市場のプレゼ
ンス（存在感）拡大に伴い、企業収益が加速
度的に海外にシフトしている。日本の大手製
造業に限っていえば、従来の「売り上げ」の
逃避に加えて「営業利益」の海外シフトも顕
著である（図１）。同図からもわかるとおり、
連結売上高の海外比率は､ 2008年のリーマ
ン・ショック後に短期的に下振れしたもの
の、連結営業利益の海外比率はこの10年間、
一貫して上昇を続けている。

この収益の海外シフトの背景には、海外拠
点の新設・増設という「連続的な成長」や、
M&A（企業合併・買収）などによる自社拠
点の「非連続な拡大」という力が働いてい
る。特に構造的な円高をテコにした「内外型

（IN-OUT型）M&A」（日本企業による海外
企業の買収）は、きのうまでいっさい無縁で
あった被買収企業を、一日のうちに連結対象
として迎え入れることになるため、従来の日
本型グループ経営を根本から非連続的に揺る
がす可能性が高い。

2	 内部環境
	 ──本社・間接機能の肥大化と
	 　　脆弱化のジレンマ

一方、本社の内部環境を見ると、この15～
20年間に「肥大化」と「脆弱化」という一見
相矛盾する２つの現象が同時進行してきたと
いえる。

①肥大化
1990年代後半以降、諸々の新規制の導入に

対応するため、本社にはさまざまな専門の組
織が設置された。多くの企業の15年前の本社
組織には、CSR（企業の社会的責任）、ダイ
バーシティ（人材の多様性）、コンプライア

図1　日本の大手製造業の海外売上高・海外営業利益比率の推移
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注）2000年度から海外売上高情報を開示し、継続的にデータが取れる売上高5000億円以上の製造業74社の合計
　　2010年度以降はマネジメントアプローチによるセグメント開示のため、データの継続性が損なわれており分析不能
出所）各社有価証券報告書の地域別セグメント情報より作成
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ンス（法令遵守）、J-SOX、内部統制という
名称の組織はなかった。

②脆弱化
1990年代後半以降、多くの企業は一貫して

「権限委譲型」の組織設計・運営を進めてき
た。たとえば、カンパニー制度の導入や、純
粋持株会社への移行に伴う事業部門の分社化
である。このような組織形態を円滑に運営す
るには、権限が委譲される事業部門・事業会
社の企画機能を強化する必要があった。そこ
でコーポレート部門から、事業部門・カンパ
ニー、あるいはグループ企業へと企画系スタ
ッフ人材が多く流出し、その結果、コーポレ
ートに残る純粋な企画スタッフ・機能は希薄
化し脆弱化した。

さらに、優秀な日本人コア（中核）人材を
コーポレートから海外現地拠点へ派遣するモ
デルも、もはや破綻しつつある。野村総合研
究所（NRI）が2008年に実施した「グローバ
ル経営管理に関するアンケート調査」注1に

よると、グローバル人事・人材に関する最も
深刻な上位２つの問題として、

● 本社からの派遣者育成が事業展開のスピ
ードに間に合わない

● 本社側に、現地の問題や特異性を理解し
て調整・対応を図れる人材が乏しい

──が指摘された（図２）。
海外拠点の展開先が、従来の生産拠点とし

てのASEAN（東南アジア諸国連合）、販売
市場としての欧米先進国であった時代には、
量的な供給や人材の質の問題も軽微であっ
た。しかし、この10年間でBRICs（ブラジ
ル、ロシア、インド、中国）に代表される新
興国への拠点進出が加速し、そこへの本社人
材の供給は質量ともに限界に達している構造
が見える。本社から駐在員が派遣されないな
かで海外拠点のオペレーションを継続すると
いうことは、従来であれば優秀な本社人材が
担っていた現地拠点業務を、現地人材が肩代
わりしている状況である。

図2　グローバル人事・人材マネジメントに関する問題
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注）「問題である」と回答した割合が多い上位6項目のみ掲載
出所）野村総合研究所「グローバル経営管理に関するアンケート調査」2008年9月
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3	 日本企業のグローバル本社に
	 突きつけられた４つの改革要件

前節までに見てきた日本企業本社にとって
の外部環境変化と内部環境変化の影響を統合
的に評価すると、図３の①〜④に示す４つの
改革要件が浮き彫りになる。

第１は今後日本に残るオペレーションに見
合った規模まで「グローバル本社（GHQ）
機能・業務をライトサイジング（適正規模化）
する」ことが要件となる。ライトサイジング
はほとんどの企業ではダウンサイジングを意
味する。本体に計上される収益が十分な水準
となるまで、グローバル本社の管理間接固定
費を削減する流れのなかで、一部の機能は生
産拠点・販売市場により近い地域へと、地域
統括機能として海外へ移植されるべきである。

第２の要件は、多極分散化マネジメントモ

デルの構築、すなわち地域統括機能の適切な
設計である。従来のように、低い専門性と高
いコストで日本人駐在員がRHQ（地域統括
本社）に駐在するモデルはもはや許容されな
い。理想的なRHQ機能は各社各様ではある
ものの、従来より一層高度な専門機能（法
務、経理、人事・人材、マーケティング、購
買など）を有し、その多くの役職は現地人材
によって担われるべきである。

第３の要件としては、古くて新しい課題で
ある「PDCAサイクルのグループ・グローバ
ルでの確立」が挙げられる。連結会計が導入
された2000年３月期前後から、多くの日本企
業で「国内連結経営」は段階的に定着してき
た。しかしそれはあくまでも「本体＋国内の
主要グループ企業どまり」のPDCA（計画、
実行、評価、改善）サイクルであった。海外

図3　対応が求められる4つの改革要件（❶～❹）

注）M&A：企業合併・買収、PDCA：計画・実行・評価・改善
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の子会社・拠点はそのPDCAの蚊帳の外に置
かれ続け、計画策定（Plan）への巻き込みが
不十分なまま、あるいは会計年度すら本体と
ずれた状態のまま完全に取り残されてしまっ
た。海外子会社のトップが日本人駐在員の場
合、PDCAプロセスはそうしたトップが半期
から四半期に一度、日本本社に帰国するタイ
ミングで実現することが多い。収益の源泉が
これだけ海外に依存しているにもかかわら
ず、日本人同士の日本語によるこのような内
輪的なPDCAでは、もはや立ち行かなくなる
ことは自明である。

そして第４の改革要件として、これも古く
て新しい課題である「グローバル人材（特に
次世代経営幹部を担う上級管理職）の本格的
な育成」がある。ここでの「グローバル人材
育成」とは、もちろん、日本人コア社員の一
方向的な国際化ではなく、国籍・その他の属
性によらない多様な「グローバルタレントの
最大活用」という意味である。バックグラウ
ンドも学歴も職歴も多様なこうした人材が、
PDCAプロセスを通じて、グループ・グロー
バルの価値創造に向けて共通言語でやり取り
しながら切磋琢磨する制度と場づくりが急務
である。

Ⅱ	 本社改革の阻害要因
	 ──グローバル本社のあり方
		    （アンケート調査結果より）

1	 10年前と比較して業務範囲と
	 規模が拡大した本社

NRIでは、国内外の環境変化に対する日本
企業の問題意識と改革の実態を探るため、

「グローバル本社機能のあり方に関するアン

ケート調査」注２を実施した。図４は、本社
の業務範囲およびコスト・人員数について、
10年前と比較したものである。それによる
と、グローバル本社の業務範囲、コスト・人
員数が「大幅に増えた・若干増えた」と回答
した企業が、「大幅に減った・若干減った」
と回答した企業を大きく上回った。すなわ
ち、より広範な業務を担い、かつコスト・人
員もかかるようになったグローバル本社の改
革は、経営課題上軽視できない、重要な位置
づけにあるといえる。

2	 改革のゴール設定の難しさ
同調査で、グローバル本社改革の障壁（阻

害要因）について、複数回答方式で集計した
のが図５である。突出して多かったのは、

「本社・間接機能については、どのような規
模（コスト）・品質が最適なのか尺度が無
く、目標設定が困難」と「そのような本社・
間接機能改革を実際に推進するスタッフが不
足」という回答であった。

オペレーション範囲がグローバルに広が
り、間接機能は、もはや本社組織や本社ビル
内にとどまらず物理的に広がっている。その
ようななか、連結ベースでの適正規模や適正
品質を見たときの尺度は、もはや自社の過去
の水準ではなく、比較可能な形式に加工され
た、客観的かつ定量的な他社データこそが求
められる。

3	 改革のイニシアチブ（推進責任）の
	 所在の曖昧さ

改革を現場で推進するスタッフの不足に加
えて、図５を詳細に読み解くと、本社改革を
リードする改革のオーナー（推進責任者）の



23グローバル本社機能の再構築

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

不在も高い障壁となっている。本社組織の主
要な部門である財務・経理、人事・人材、企
画、IT（情報技術）などには各々担当役員
が置かれていたり、その専門性の高さから互
いの領分に対して改革のメスはおろか、社内
的なコミュニケーションすら満足に取れてい
なかったりするケースが散見される。たとえ

「本社担当役員」という役職があったとして

も、その役員自身は、どこか特定の間接機
能・フィールド（分野）出身の役員というケ
ースが多い。

すなわち、本社・間接機能全体あるいは特
定機能を最適化するためのドライブ（原動
力）、もしくはインセンティブ（動機づけ）
は、特定の役員からは生まれにくい構造がこ
こにはある。ある意味で、「『Ｃ』レベルのオ

図4　グローバル本社の業務範囲、コスト・人員数の変化

注）GHQ：Global Headquarters（グローバル本社）
出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月
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　GHQが担う業務拡大
→GHQの重要性の向上

　コスト・人員数の増加
→今後はコスト効率向上が課題

Q. 2000年頃と比較して、GHQの規模（1. 業務範囲、2. コスト・人員数：派遣社員、契約社員を含む）
　 はどのように変化しましたか。（各項目について○を1つずつお付けください）
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図5　グローバル本社の改革の阻害要因

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月

Q. GHQの機能（本社・間接機能）の費用対効果を最大化する改革の障壁となっている要素・要因に
　 ついて当てはまるものをお答えください。（当てはまるものを3つまで選んで○をお付けください）
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そのような本社・間接機能改革を実際に推進するスタッ
フが不足

過去より何度も「本社スリム化」を繰り返してきており、
これ以上の規模の縮小が困難

当社と類似した比較対象企業が少なく（無く）、社内的
に説得力のあるベンチマーキングが困難

経営陣の本社・間接機能の重要性に関する認識が低く、
必要な投資が本社系改革・投資に振り向けられない

そのような本社・間接機能改革の「オーナー（推進責任
者）」が不在

分権型経営の推進に伴い、間接スタッフを事業部門（事
業子会社、カンパニー、事業本部、事業部）側に置く方
針にあり、人材の育成や専門性の強化に取り組みにくい
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フィサー（CFO〈最高財務責任者〉、CTO
〈最高技術責任者〉、CHO〈最高人事責任者〉
など）」という専門性の軸が弱いという日本
企業特有の構造的な問題でもある。

4	 グローバル本社、地域統括機能、
	 それらを結ぶPDCAおよび幹部
	 人材育成のあるべき姿

今後のグローバルオペレーションを考える
と、従来型のフル装備のグローバル本社はオ
ーバーサイズである。市場および競合に近い
地域に統括機能を有するRHQを設置し、そ

のRHQに相当程度の機能を移管する。キー
ワードは「権限委譲とガバナンス」である。
すなわち、よりローカルな情報に基づく意思
決定と業績推進責任を現地に持たせる代わり
に、グローバル本社およびRHQは従来以上
にガバナンス（統治）を強化するのである。

そうした権限委譲とガバナンスとのテンシ
ョン（緊張）の均衡のうえで戦略PDCAが回
り、かつその戦略の実行を指揮できるこうし
たグローバル人材の育成が回る。NRIが提唱
するグローバル経営管理モデルの「あるべき
姿」を図６に模式的に表現した。

図6　日本企業が構築すべき「あるべきグローバル経営管理モデル」

グローバル人材

ローカル人材

注） KPI：重要業績評価指標、RHQ：Regional Headquarters（地域統括本社）

日本の本社・間接機能のライトサイジング 
日本のオペレーション規模に合わせて、本社はサイズを見直す

多極分散化マネジメントモデルの構築
地域の実態に合わせてRHQに権限
委譲するとともに、 残されたグロー
バル本社は何をすべきなのかを明確
化する

グローバルでの戦略PDCAプロセスの確立
権限委譲に伴い、遠心力が効きすぎな
いように、 グローバル本社としてPDCA
すべきKPI、ルールを定める

グローバルでの次世代幹部候補の育成 
権限委譲された拠点からも経営幹部層が育つような仕組み
を構築。育った次世代経営幹部はグローバルでローテーショ
ンさせる
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Ⅲ	 グローバル有力企業が恒常的に
	 活用するベンチマーキング
	 ソリューション

前述の一連のアンケート結果からわかると
おり、日本企業の多くは、必要な４つの改革
要件の最初「現状のグローバル本社機能の評
価・見える化」と「ライトサイジング」とい
う基本的な要件すら乗り越えられていない状
況にある。本章以降では、改革の第一歩に必
要なグローバル本社機能パフォーマンスの

「見える化」のソリューション（課題解決
策）として、NRIと米国ハケットとの戦略的
提携関係によって提供可能となった「グロー
バル・ベンチマーキング」を紹介する。

1	 米国ハケットとNRIとの提携
	 によるベンチマーキング
	 ソリューション

ハケットは創業20年、米国ナスダック市場
に上場し、なかでも財務・経理、人事・人
材、購買、IT、シェアードサービスをはじ
めとする管理間接機能のベンチマーキング、
および業務改革に特化した老舗のベンチマー
カーである。NRIとは2010年に戦略的提携関
係を締結し、以降、日本ではNRIが、ハケッ
トのベンチマーキングソリューションを日本
企業に独占的に提供している。

ハケットが保有する、累積2000社を超える
グローバル有力企業のデータベースは、顧客
企業の機密情報を高いセキュリティレベルで

表1　野村総合研究所とハケットで計測が可能な4つの主要間接機能・業務

財務・経理（Finance） 人事（Human Resources） 購買（Procurement） 情報技術（IT）

■支払サイクル
①支払債務管理
②旅費・交通費、その他経費

■収益サイクル
③与信
④顧客への請求書発送
⑤債権管理
⑥入金管理
⑦紛争管理

■一般会計および外部報告
⑧一般会計
⑨内部取引
⑩原価計算
⑪固定資産
⑫外部報告

■税務管理
⑬税務管理
⑭資金管理
⑮資本管理、リスク管理

■コンプライアンス管理
⑯コンプライアンス管理

■財務計画・業績管理
⑰事業計画・および収益管理
⑱事業分析

■一般管理業務
⑲一般管理業務

■総合報酬関連
①健康保険関連事務
②年金および貯蓄積立管理
③報酬管理

■給与計算・支払サービス
④顧客への請求書発送
⑤債権管理

■データ管理、コンプライアンス
⑥従業員データ管理と報告
⑦コンプライアンス管理

■人材配置関連サービス
⑧人材採用・配置
⑨退職プロセス

■人材開発サービス
⑩伝承可能な能力
⑪伝承不可能な能力

■組織効率に関するサービス
⑫組織設計と組織開発
⑬従業員リレーション

■労務管理
⑭労務管理

■計画・戦略策定
⑮総合報酬計画
⑯戦略的人材育成計画

■人材企画・管理
⑰人材企画管理

■処理実行とコンプライアンス
①取引先データ管理
②購買依頼および注文書の処理
③サプライヤーのスケジュール管
理
④検収データの処理
⑤コンプライアンス管理

■顧客管理
⑥外部顧客の管理
⑦内部顧客の管理
⑧商品設計・開発支援

■調達実行
⑨要求定義とサプライヤーの入札
⑩サプライヤーとの交渉および契
約

■サプライヤー管理および開発
⑪サプライヤー管理
⑫サプライヤーとのパートナリン
グ

■計画および分析
⑬調達計画および戦略の策定

■購買企画・管理
⑭戦略およびパフォーマンス管理
⑮調達機能の改善活動とその管理

■全社共通IT基盤管理
①全社共通IT基盤管理
②エンドユーザーサポート
③全社共通IT基盤の開発お
よび実装

■アプリケーション管理
④アプリケーション保守
⑤アプリケーションの開発
および実装

■計画・戦略策定
⑥システム化計画とシステ
ム投資計画
⑦情報システム関連規定の
整備
⑧IT分野の技術動向の把握
⑨アプリ・インフラ開発に
おける品質管理
⑩リスク管理

■IT管理・企画運営
⑪CIO関連業務

出所）野村総合研究所およびハケット（The Hackett Group）
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管理し、３年間というデータ保存期間を維持
することで常に新鮮なベンチマークデータが
活用できる。

実際のベンチマーキングのプロジェクトで
は、クライアント企業は、自社の「規模」と

「複雑性」の２つの観点から類似した比較企
業群（ピアグループ）を抽出する注3。間接
機能のパフォーマンスは、前ページの表１に
示した４つの機能ごとに「コスト効率×業務
品質」の２軸で比較できる。図７には、

● クライアント企業
● ピアグループ
● ワールドクラス
──を、「ハケットバリューグリッド（The 

Hackett Value GridTM）」という散布図に落
として相対的な位置関係を可視化している。

このハケットバリューグリッドの左右に
は、「有効性（業務品質）」および「効率性

（コスト効率）」を構成する主要成分（図７は

財務・経理機能の例示）の各項目に、そのパ
フォーマンス水準を信号機形式で可視化（図
では赤＝●、黄＝●、緑＝●で表示）してい
る。

これによって経営者は、他社と自社との相
対的なポジションを知ることができるばかり
でなく、自社のどのプロセス要素のパフォー
マンスが相対的ポジショニングを決定づけて
いるのか（悪化させているのか、あるいは牽
引しているのか）を把握し、このプロセスを
ピンポイントで改革することができる。

また、表２はベンチマーキングのアウトプ
ットの例で、コスト効率の対ピアグループと
対ワールドクラスとのコスト差を、「プロセ
スグループ」という粒度注４で定量化したも
のである。自社の実際のコストが金額ベース
で把握でき、さらにピアグループとワールド
クラスが実現しているプロセスグループとの
コスト差も、金額ベースで定量的に把握する

図7　「ハケットバリューグリッド」によるクライアント企業と比較対象企業群の相対的パフォーマンスの可視化

★：クライアント企業 　　　　　●：ピアグループ
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ことができる。ここで把握できるコストは、
活動原価基準法で算出されるような「配賦

（あるいは見なし）コスト」ではなく、人件

費、外部委託費、テクノロジー関連費、その
他部門維持費を足し上げた「実際に発生した
コスト」である。

たとえば「一般会計および外部報告」とい
うプロセスグループでは、自社の年間コスト
は5210万ドルである。自社が抽出したピアグ
ループの中央値は「－2090万ドル」、すなわ
ち、約3100万ドルで同じプロセスグループを
実現している。さらにワールドクラスでは

「－3160万ドル」、すなわち約2000万ドルで同
一プロセスグループを実現しているという事
実もわかる。

経営者にすれば、この一般会計および外部
報告のピアグループのパフォーマンスを目標
に設定すれば、毎年約2000万ドルのランニン
グコストが果実として刈り取れる。またその
果実の規模に対して、どれだけの投資（IT
化費用、コンサルタント費用等）をかけるべ
きかという、いわば「改革の採算（ROI）計

表2　プロセスグループ単位で可視化できる現状コスト、対比較対象企業とのコスト差の例

財務・経理プロセスグループ
ABC社のコスト
（万ドル）

ピアグループとの
コスト差
（万ドル）

ワールドクラスとの
コスト差
（万ドル）

支払サイクル 1,740 1,010 1,340

収益サイクル 1,710 180 540

一般会計および外部報告 5,210 2,090 3,160

税務管理 2,650 640 830

財務管理 1,520 510 690

コンプライアンス管理 3,350 750 960

事業計画および収益管理業務 2,180 740 1,450

事業分析 3,510 1,260 1,420

財務・経理業務機能の管理 1,790 620 1,390

プロセスコスト合計 23,660 ── ──

テクノロジーコスト 3,770 690 1,080

その他のコスト 5,030 120 370

財務・経理コスト合計 32,470 ── ──

注）コスト差表示が「正」の場合、ABC社は比較対象企業群より「コスト高」
出所）野村総合研究所およびハケット（The Hackett Group）
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プ、ワールドクラスと比較

②間接業務全体のコストを
ピアグループ、ワールド
クラスと比較
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画」も手にすることができる。
グローバル有力企業の多くはこのようなベ

ンチマーキングサービスを、人間でいえば
「人間ドック」のように、毎年あるいは２年
に一度、定期的に活用している。世の中で利
用可能な技術やビジネスルールが変更になれ
ば、ピアグループやワールドクラスのパフォ
ーマンスもその時点ごとに当然変化する。す
なわち、常に移動するターゲット（ムービン
グターゲット）に対して、自社の相対的なポ
ジショニングを意識して恒常的に業務改革を
施しているのである。

また、外部からのガバナンスが徹底してい
る企業では、取締役会が、間接機能のパフォ
ーマンスの客観的なスコアカードとしてハケ
ットのサービスを利用し、自社のＣレベルオ
フィサーのパフォーマンスを業績評価すると
いう、透明性の高い活用の仕方もある。ある
いは、公益性の高い企業、たとえば電力会社
などが料金改定の際に、その金額の正当性を
検証する材料として、ハケットにベンチマー
キング分析を依頼することもある。すなわ
ち、業界他社と比較して、当該電力会社は合
理化の努力を十分しており、電力料金改定

（値上げ）を正当化するというロジック（論
理）の傍証に活用するのである。

2	 国内の萌芽事例
	 ──Ａ社の財務・経理ベンチマー

ク、Ｂ社のITベンチマーク、
Ｃ社の４機能ベンチマーク
の経営判断に至った背景と
問題意識

日本企業の間にも、このグローバル・ベン
チマーキングを自社の間接機能改革のツール

に採用する企業が出始めている。以下に日本
の有力企業３社がグローバル・ベンチマーキ
ングを採用するに至った背景や問題意識につ
いて簡単に紹介する。問題意識および経営環
境は各社各様であるものの、いずれの企業も、
グローバル展開に対する強い焦燥感と、経営
陣レベルでの改革のオーナーシップ（当事者
意識）の所在という２点は共通していた。

①B2BメーカーＡ社の財務・経理ベンチマ
ーク

グローバル市場でトップシェアのポジショ
ンを維持するB2B（企業間取引）メーカーの
Ａ社は、自社の財務・経理のコスト水準と業
務品質（経営の意思決定を支える経営情報の
報告速度、および事業部門の判断に資する経
理情報の加工提供）を一層高めたいと考えて
いた。特に「意思決定の速度と品質」につい
ては、グローバルな競争相手に差をつけられ
ているという認識があった。

しかし、財務・経理の他社情報は極めて限
られており、客観性と信憑性のある定量デー
タを探し求めて、最終的にNRIが提供するグ
ローバル・ベンチマーキングを採用するに至
った。実際に財務・経理部門を統括する担当
役員が、本プロジェクトのスポンサー兼オー
ナーとなり旗を振った。

②B2CメーカーＢ社のITベンチマーク
グローバルなM&Aを何案件か成功させ、

現在では海外に先進的なRHQを有するB2C
（企業・個人間取引）メーカーＢ社は、複数
RHQの統合というビジョンのもと、各RHQ
の諸機能のなかでも情報システムの統合を優
先的に進める判断をした。そのために、まず
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は各地域のIT機能パフォーマンスの実態把
握が必要となり、NRIのグローバル・ベンチ
マーキングを照会した。Ｂ社のケースでも、
海外のRHQに駐在する上級役員クラスが旗
を振り、それをIT部門長が受けてベンチマ
ーキング分析を推進した。グローバルな有力
競争相手は、いわゆる「One Firm体制」を
すでに実現しており、Ｂ社の危機感を一層強
いものへと駆り立てていた。

③消費財メーカーＣ社の４機能ベンチマーク
もう一つの例は、アジアを中心にグローバ

ル展開を加速するものの、意図したスピード
で海外収益比率が高まらず、依然として日本
的な管理間接業務で海外拠点を統制しようと

表3　グローバル・ベンチマーキングの有効活用シーン

想定される利用シーン ベンチマーキング結果の活用で実施可能なアクション

新しい経営体制下での現状評価 ● 間接機能の全体を評価
● パフォーマンスレベルの評価基準を作成
● プロセスごとのリソース（経営資源）配置状況を可視化
● 網羅的な課題の抽出と優先順位の把握

グローバル本社機能の設計 ● 現行の本社機能を、少数精鋭型の「ピュアグローバル企画」と「グローバルオペレー
ション支援」という、間接支援機能へと「分化」させる場合の機能設計材料

間接コスト削減 ● コストが過剰になっているプロセスの把握
● コストドライバーの把握
● 事業部門への間接機能のサービス対価の提示
● 作業の集約化程度の評価

業務改善計画の策定 ● 間接機能のプロセスごとの効率性・有効性の評価
● 各プロセスの変更の余地の把握・評価
● 新システム導入に伴う（先行させる）業務プロセス変更方針の策定
● 業務プロセスの変更に伴うスキル要件の変更

標準化・統合化の効果測定 ● グループ会社全体における間接機能の各プロセスの配置構成をトップ企業と比較
● 地域または拠点ごとの人的コストの効率性を相対比較
● 組織横断のプロセス標準化やシステム統合に向けて必要となる制度の変更の整理
● 標準化・統合化によって削減可能なコストの見積もり

アウトソース機会評価 ● 事業部門からのサービスレベルの期待値の把握
● プロセスコストの高さの原因の把握（人件費、手順の未成熟さ、自動化の不足など）
● パフォーマンス向上とコスト削減の両立を目指す方針の決定
● 業務改善戦略の方針決定

継続的なパフォーマンス向上 ● 前回のベンチマーキング結果との比較
● すでに終了した業務改善プロジェクトの効果の把握
● 業務改善プロジェクトの次の「打ち手」の検討
● 業務改善の評価指標とゴールの設定

コラム：「ベンチマーキング」に対する日本企業の誤解

　グローバル・ベンチマーキングについて、日本企業の多く
の企画スタッフは「誤解」をしている。それはおおよそ以下
のとおりである。
 「競合企業のことは相当調べ上げている。それ以上の内部情
報を持っているのか」「当社と瓜二つの企業など存在しない。
したがってベンチマークは不可能である」「ベンチマークな
ら毎年アンケートが回ってきて、すでに実施済みである」。
本稿で詳細に解説するとおり、ここで紹介しているグローバ
ル・ベンチマーキングは、企画スタッフのこのような「誤解」
とは全く異なる手法である。
　そもそも本ベンチマーキングは、「裏調査」のように個別
具体的な企業の内部情報を収集するのではなく、客観的かつ
グローバル標準の業務区分に沿って、社内データを集計・計
測する手法である。また、比較対象同士が瓜二つでなくても、
間接業務量の大きな決定要素となる「企業規模」と「複雑性」
が類似していれば、そうした企業の間接業務間の比較は統計
的に有意であることが証明されている。
　さらに、無償協力を要請される官公庁関連アンケートや業
界内アンケート、あるいはITベンダーによるアンケートと異
なり、本サービスは経営改革を真剣に考えるユーザー経営者
自身が、時間と費用、エネルギーを投入して提供する精度の
高い企業内部データがモノサシとなっている。プロフェッ
ショナリティの極めて高い専門情報サービスである。
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していた消費財メーカーＣ社である。
同社は、今後のグローバルオペレーション

のさらなる拡大と収益性確保を考えて、改革
の対象機能を絞り込むために、最初に４つの
間接機能（財務・経理、人事・人材、購買、
IT）を広く浅くアセスメント（事前評価）
し、業績管理指標として正しいKPIを見出
したいというニーズを持っていた。ちょうど
そのときにハケットとNRIが協働で企画推進
していた「世界の消費財メーカーのベンチマ
ーク調査」というマルチクライアント型の簡
易スタディ（調査）を活用する判断を下した。

このように日本企業でもすでに、グローバ
ル・ベンチマーキングを自社の「改革の入り
口診断ツール」に採用し始めている。前ペー
ジの表３に、今の日本企業にとってグローバ
ル・ベンチマーキングを採用・活用する際の
ロジックや積極的理由などを一覧にした。

Ⅳ	 日本企業の本社・間接機能の
	 構造的な問題点

これまでに蓄積した日本企業の業務改革の
ナレッジ（知識・知恵）、およびハケットと
の連携により提供してきたグローバル・ベン
チマーキングのソリューションから、日本企
業特有の本社・間接機能の構造的なパフォー
マンス不良が明らかになってきた。以下にそ
の一部を示す。

1	 処理系業務の標準化・自動化の
	 遅れ

日本企業の多くでは、財務・経理業務の一
部である小口精算、与信・債権管理、請求・

入金管理といった処理系業務が自動化されて
おらず、人件費の高い正規社員が二重、とき
には三重にこれらをチェックしている。グロ
ーバル企業では、こうした処理系業務は徹底
的に自動化してエラーを排除し、同時にコス
トダウンを図るのは常識である。

また、自動集計された経営情報を分析し、
それをもとにスピーディーな経営陣の意思決
定へと導く業務に、日本企業は十分な時間を
かけていない。グローバル企業ではこの業務
こそが正規社員の果たすべき職務であり、こ
うした付加価値業務に人件費をかけ、高度な
専門資格を有するプロフェッショナルスタッ
フを配置している。

2	 企画スタッフの時間を占有する
	 データ収集・資料作成・報告業務

日本企業の企画系スタッフ（多くは経営企
画部門、あるいは経営管理部門に所属）の業
務時間の配分は、グローバル標準から大きく
ずれている。なかでも「社内経営情報・デー
タの収集・編集～資料作成～内部報告」とい
う業務に、恒常的あるいは季節に応じて、多
くの時間を割いている。これは後述するよう
な「十分に使いこなされないBI（ビジネス
インテリジェンス）ツール」の問題とも表裏
一体であろう。

すなわち、企画系スタッフは経営陣（多く
の場合、自身の評価者でもある）が要求す
る、さまざまな切り口の社内データを手作業
で収集・編集してきれいな報告資料にまと
め、それを社内に持ち回り、会議の場でプレ
ゼンテーションしている。グローバル企業で
は、これらの「データ収集・編集業務」は非
付加価値業務とみなされる。
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3	 会計・報告業務における
	 BIツール利用の遅れ

日本企業の間にもBIは相当程度浸透して
きている。しかし、その活用方法はまだまだ
限定的である。そもそもBIの導入されてい
る業務が「生産管理」や「会計報告」中心で
あり、その使途も「レポーティング」目的が
圧倒的多数を占める。業務進捗のモニタリン
グや将来の予測分析、シナリオ分析といっ
た、さらに高度な使い方が課題である。全社
連結ベースで見ると、グローバル他社と比較
して、はるかに多岐にわたるBIツールが、
現場レベルでばらばらに導入されている傾向
もある。

4	 パッケージソフトの過度な自社
	 カスタマイズに伴う高コスト化

ERPパッケージ（統合業務パッケージ）な
どの汎用ソフトウェアを活用する場合も、日
本企業は一般的に、そのカスタマイズの度合
いが高い。製品開発や生産など「コア領域」
であれば許容されるが、会計、人事、購買、
コーポレートサービスといった汎用的かつ

「非コア領域」のツールのカスタマイズにも
手間をかけているケースが多い。汎用ソフト
ウェア本来のメリットを、自ら摘み取ってし
まっている典型である。

5	 多様な人材を前提とした
	 人事関連業務の不備

組織開発や多様性マネジメントといった業
務のコスト効率は、日本企業の場合、一見非
常に高いように思える。しかし実態を精査す
ると、そもそもこれらの業務の重要性や必要
性が正しく認識されておらず、そのため人事

スタッフがここに充当されていないケースも
見られる。企業活動を担う人材は、従来は、
伝統的に日本人だけで運営されてきたが、こ
こ数年間で、地理的にも国籍でも、加速度的
に多様化してきている。多様な人材のベクト
ルを合わせたり、さまざまな価値観を持った
人材のモチベーションを維持・向上させたり
する業務に対して、日本企業もアテンション

（関心）を注ぐ時期にきている。

Ⅴ	 比較すべきは常に進化する
	 グローバル有力企業の
	 プラクティス

1	 間接機能ごとの専門家が集う
	 「場」で行き交う実務ナレッジ

グローバル有力企業では、CFO、COO（最
高執行責任者）、CTO、CHOなどのＣレベル
オフィサーという、特定間接機能での専門性
とトラックレコード（収益実績）を有する執
行役員が活躍している。多くの場合、これら
の上級管理職は、企業の境界線を越えて、自
身の有する職能専門性を追求しながらキャリ
アアップを図り、自身と同じ職能専門性を有
する仲間たちとの情報交換の「場」を持って
いる。その「場」には、第三者的な役割であ
るコンサルティングファームが主催するカン
ファレンスのような場もあれば、情報を自発
的にギブ・アンド・テイクするようなボラン
タリー（任意）な会合もある。

ハケットとの提携以降、NRIは、グローバ
ルに展開されるこうした会合に継続的に参画
してきた。たとえばハケットは、同社の主要
市場である米国（アトランタ）と欧州（ロン
ドン）の２拠点で半年おきに、職能ごとの機
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能改革事例の発表・交流の場である「ベスト
プラクティスカンファレンス」を主催してい
る。

ハケットのユーザーを中心に、名だたるグ
ローバル有力企業のＣレベルオフィサーが集
い、職能の機能ごとに最新の調査研究の成果
や関連業界のマネージャー同士が、生きた実
務ナレッジをギブ・アンド・テイクしてい
る。

残念ながら、そのような会合の場での日本
籍企業のプレゼンスは皆無に等しい。英語力
の問題というのは独りよがりの言い訳であ
る。NRIはこれまで参画してきたグローバル
なカンファレンスにおいて、日本のエグゼク
ティブ以下の英語を駆使しながらもグローバ
ル有力企業の仲間入りを果たそうと、積極果
敢にネットワーキングをする欧州企業やラテ
ンアメリカ企業、アジア企業の姿を見てき
た。それは語学力ではなく、明らかにマイン
ドセット（価値観・思考）の問題である。

2	 ガラパゴス状態の日本本社、
	 その根本にある「日日取引」

そのようなグローバル有力企業と、日本の
大手企業の本社まわりの機構や業務プロセス
に触れていると、日本企業の本社が完全に

「ガラパゴス化」している事実に驚く。なぜ
そのような日本固有の進化に至ったのか。わ
れわれは一つの仮説を導き出した。それは、
海外売上（利益）比率が高まる過程にあって
も、日本の大手企業の多くは「日日取引」、
すなわち日本籍企業間取引をそのまま海外に
持ち出して海外事業を拡大してきたのではな
いか、という仮説である。

日本企業の海外展開は、多くの場合、納入

先企業が先に進出し、そこにサプライヤー
（部品供給会社）がトランスプラント（移植
工場）の形態で追随して、日本国内で行って
きた従来の取引を継続する。実際の製造・販
売にかかわる従業員や販売市場こそ海外にシ
フトするが、その裏にあるのは、海外進出以
前と同じ日日取引である。

日日取引を引きずったままだと、たとえば
納入先との与信管理や納入契約の条件が、一
切見直されないまま海外に引き継がれる。国
内での信頼関係に基づいた与信管理・契約条
件管理が海外でも継続されるということは、
逆にいえば、国籍や商慣習の全く異なるグロ
ーバルパートナーとの商売に必要な本社・間
接機能が研ぎ澄まされないことを意味する。
実際に、グローバル顧客に納入しようと努力
するものの、あまりに異なる商慣習（グロー
バル基準のコスト要求、長期的コミットメン
トより短期のQCD〈品質・価格・納期〉を
重視するサプライヤー管理、厳格なリスク管
理・与信管理等々）のために、食い込むこと
すらなかなかできない日本の部品メーカーや
モジュールメーカーの苦労話を多く聞く。

一方、グローバルに活躍する有力企業の多
くは、おそらく、海外売上（利益）比率の高
まりと連動するように、母国籍パートナー以
外との取引量を拡大させ、それに伴って、本
社・間接機能もグローバル標準へと鍛え上げ
られていく。このような商慣習や取引慣行こ
そが、まさに「グローバルスタンダード」で
ある。日日取引のぬるま湯から脱し、グロー
バルパートナーとの取引を真に開拓すること
が、ガラパゴス状態からの脱出につながると
考える。
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注

1	 実施時期：2008年９月
実施方法：郵送によるアンケート票の配布・返信
対象企業：東京証券取引所、名古屋証券取引

所、大阪証券取引所の第一・二部上
場企業および未上場の大手製造業を
中心とした約2500社

	 有効回答企業数：196社（有効回答率約7.8％）
2	 実施時期：2011年12月末〜12年１月

実施方法：郵送によるアンケート票の配布・返
信

対象企業：連結売上高500億円以上、上場・非上
場の製造業、情報・通信、運輸・郵
便、建設業1409社

	 有効回答企業数：145社（有効回答率10.3％）
3	 間接業務のパフォーマンスは企業の「オペレー

ション規模（＝連結売り上げで近似）」と「複雑
性（組織階層、事業分野数、展開国数・拠点

	 数、従業員数などの複合指標を考慮）」が大きく
影響する。規模が大きく違う同業他社と比較す
るよりも、同等程度の「規模×複雑性」の他業
界・類似業界他社と比較することのほうが統計
的意義は大きい

4	 実際のベンチマークは、表１のたとえば「①支
払債務管理」「②旅費・交通費、その他経費」な
どの「プロセス単位」で分析する。「プロセスグ
ループ」とは、関連性の強い複数のプロセスを
束ねた単位を指す
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